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Ⅰ　はじめに

1　問題の所在

2022年2月24日、ロシアによるウクライナ侵攻が勃発すると、アメリカやヨーロッパ各国はウ

クライナに対する軍事的・経済的支援を実施し、ロシアに対する制裁を発動した。こうした支援と

制裁が、その後のウクライナによる反撃の原動力と考えられ、そこでアメリカと共に中心的なアク

ターとなったのが欧州連合（EU）である。対ロシア制裁に関して、EUはパッケージ形式で制裁

を実施し、本稿執筆時の2023年8月の時点で11のパッケージが発動されている。ここで問われる

のは支援や制裁の内容と効果である。

EU研究をフィールドとする論者は以前、欧州連合（EU）の 7 つの対ロシア制裁パッケージを

取り上げた 1。EUによる制裁はその後も継続され、第 8～第11パッケージへ続いた。前述の先行

研究は2022年2月－8月を分析対象としており、それ以降は分析から抜け落ちていた。EUの制裁

の全体像を把握するため第 7 パッケージ以降の制裁についても分析する必要がある。本稿ではそ

の穴を埋めるべく、第 8 パッケージ 2および第 9 パッケージ 3に着目し、それらについて分析と考

察を行う。具体的には両者の内容、過去のパッケージとの関連性、両者の共通点と相違点について

考察する。第10および11パッケージは紙面の都合から別稿で取り上げる。EUによる対ウクライ

ナ（軍事的・人道的・財政的などの）支援に関しても別稿を予定している。筆者としては、こうし

た分析を試みることによってウクライナ侵攻に関するEUの対応の解明に貢献しようとしている。

2　先行研究　

経済制裁全般については多くの先行研究が存在する。長谷川（2018）はEUの対ロシア制裁に

ついて論じたものではないが、経済制裁における従来の議論が、ターゲットを譲歩させ制裁の発動

国の望む方向にその行為を修正させることができたかどうかという「強制」の視点に議論が集中さ
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れてきたと指摘する。制裁における強制という目的だけではなく、制裁対象国以外の国へのシグナ

リング、および制裁対象国の封じ込めという目的にも着目すべきことを指摘した 4。

Schottは米を含めた各国の対ロ制裁に関して、こうした制裁がロシアの輸入を急激に圧迫し、

同国の軍と産業に以前よりも高コストかつ低品質の物資を国の内外で調達するよう強い、緩やかに

ロシア政府の財政を圧迫し始めていると論じた。Schottの分析は、制裁コストが時間の経過と共

にロシアの戦争遂行能力を損なうという点にある 5。

現時点で制裁パッケージの観点からEUの対ロシア制裁を分析した先行研究は大八木（2023）

であり、同論文において第1～第7パッケージが分析された 6。また同論文において、いずれのパッ

ケージも特定部門が対象とされる経済制裁と特定の個人や団体が対象とされる個別制裁の二本柱で

構成され 7、戦争の行方に直結する防衛部門のみならず、金融や貿易など広範な部門が対象である

ことが明らかにされた 8。個別制裁に関して、プーチン大統領やラブロフ外相などロシアの権力中

枢の個人のみならず、プーチン政権を支持するオリガルヒ、情報戦やロシア占領地域における住民

投票に関与する個人や団体などが対象であることも明らかにされた 9。

以下、本稿の構成について、Ⅱにおいて第 8 パッケージが採択された背景、その目的、制裁内

容、Ⅲにおいて、第 9 パッケージが採択された背景、その目的、制裁内容が明らかにされる。Ⅳに

おいて、第 8 および第 9 パッケージに関して考察される。Ⅴにおいて、第 8 および第 9 パッケージ

の共通点と相違点が指摘され、最後に今後の研究上の課題が示されて本稿の締めくくりとされる。

Ⅱ　第8パッケージによるEUの対ロシア制裁

1　第8パッケージの背景と目的

2022年10月6日、EU理事会（以下、理事会と記す）は対ロシア制裁の第8パッケージを採択し

た 10。これは経済制裁と個別制裁という従来のパッケージの構成を引き継ぐものであった。その採

択の背景として、ウクライナへのロシアの攻撃の激化、ロシアによるウクライナのドネツク、ヘル

ソン、ルハーンシク、ザポリージャ地域の違法な併合が挙げられる。すでにG7は9月23日、こうし

た住民投票を偽りのものとし、ロシアが住民投票という形でその正当性を得ようとしたことを強く

非難する声明を出した。その中で、ロシアはウクライナの主権と領土の地位を変更する口実として

住民投票を利用しており、G7の指導者はこれらの住民投票を決して認めないだろうとしている 11。

EUはすでに9月22日、上級代表による宣言の中で当該住民投票を強く非難し 12、9月28日、当該

住民投票とその結果を決して認めない旨を表明した 13。この宣言の中で、住民投票の組織化に関与

したすべての者は責任を問われ、EUによって制裁が課されるとされた 14。EUは、ロシアがウク

ライナ全土から即時、完全かつ無条件で全軍を撤収することを要求し、上記の目的のためウクライ

ナを支持し続けることを宣言した。9月30日、欧州理事会は声明を採択して、その中で、ロシア

による上記4地域の違法な併合を断固として拒み、非難した 15。この声明の中でEUは、ロシアが
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ルールに基づく国際秩序を故意に損ない、国連憲章と国際法に記された中核原理たる独立、主権そ

して領土の一体性へのウクライナの基本的権利をあからさまに侵害することによってグローバル安

全保障を危険にさらしているとした。欧州理事会は、こうした違法な併合を明確に拒むようすべて

の国家と国際機関に呼びかけ、ウクライナがロシアの侵略に対して自衛する正当な権利を行使し、

さらに国際承認された境界線内において占領された領土を解放する権利を有することを想起した 16。

EU理事会は第8パッケージの目的として、第一にロシアの政府と経済へ圧力を強めること、第

二にロシアの軍事力を弱めること、第三にロシアにウクライナ戦争におけるエスカレーションの代

償を払わせることを挙げている 17。以上の三点をふまえて、EUのボレル上級代表は次のように述

べた。「ロシアに対抗するこの新たな制裁パッケージは、プーチンの戦争機械を止め、そして偽の

「住民投票」とウクライナ領土の違法な併合によるプーチンのエスカレーションに反応するという

われわれの決意の証しである。われわれはさらにロシアの戦争経済に打撃を与え、ロシアの輸出入

の能力に制限を課し、そしてロシアのエネルギーへの依存からわれわれ自身を解放するための歩み

を速めている 18。」

2　第 8 パッケージにおける経済制裁

第 8 パッケージの内容として3項目が挙げられる 19。第1が、第三国向けのロシア産石油の海上

輸送に関連する価格の上限設定（いわゆるプライスキャップ）、および原油・石油製品の海上輸送

に関する制限の設定である。また原油およびロシア原産またはロシアから輸出されている石油製品

の第三国への海上輸送に関して、輸送の提供、技術支援の仲介サービス、融資または資金援助の提

供が禁止された 20。価格の上限設定に関連して特例が認められ、事前に設定された価格の上限以下

で石油または石油製品が購入された場合、輸送およびこれらのサービスの提供は許可される。理事

会が価格の上限設定の導入を全会一致で決定した日から、EUの船舶が石油製品を第三国へ海上輸送

することが禁止される。価格の上限設定によってロシアが石油から得る収入は減ると想定された 21。

第 2 が、ロシアの軍事的および技術的強化に役立つ品目の制裁リストへの追加であり、こうした

強化、防衛保障部門の発展に役立つ可能性のある品目の制限リストが拡大された。このリストには

非人道的な扱いに用いられる電子部品、化学物質などが含まれ、また民間の銃器およびその部品と

弾薬、軍用車両と装備、準軍事装備、スペアパーツの販売、供給、譲渡または輸出が禁止された 22。

第 3 が、ロシアとの貿易およびサービスに関する制限の追加であり、ロシア原産またはロシア

から輸出される鉄鋼製品の輸入禁止措置が延長された 23。また木材パルプと紙、たばこ、プラス

チック、化粧品、宝石や貴金属（宝飾品産業で用いられる素材）などにさらなる輸入制限が課され

た。航空部門で用いられる機器の販売、供給、譲渡、輸出にも制限が課された。サービス面では、

ロシア人およびロシアに居住する者への暗号資産ウォレット、アカウントまたは保管サービスの提

供が完全に禁止されたが、暗号資産の総額は問われない。またロシアへの建築およびエンジニアリ

ング、ITコンサルティング、法務顧問のサービス提供が禁止された 24。さらに理事会は、ドネツク
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州とルハンシク州におけるロシア支配地域からEU域内への商品の輸入を禁じ、新たに10月6日の

時点でザポリージャ州とヘルソン州についても同様の措置を決定した 25。

3　第 8 パッケージにおける個別制裁

EUは第 8 パッケージにおいて、以前のパッケージと同様の個別制裁を実施した 26。ロシアによ

る「住民投票」の組織化に関与した個人や団体、ロシア国防省の高官など防衛部門の代表者、フェ

イク情報を広めている著名人など、30名の個人と 7 団体が個別制裁の対象となった 27。とくに 4

地域における「住民投票」やそれらの併合において重要な役割を果たした個人、防衛産業部門にお

いてはJSCカラシニコフ・コンサルーンの筆頭株主アラン・ルシニコフやロシアの国防大臣など

が含まれる点が注目される 28。

またフェイク情報の発信、拡散そして情報操作に関与した個人が個別制裁の対象とされた 29。

プーチンはロシアの歴史上の出来事、とりわけ大祖国戦争を政治的道具として利用してきた。大祖

国戦争のレトリックはプーチンにとって自らの行動を正当化するための源泉であり、このレトリッ

クが情報戦における武器として多用されてきた経緯がある 30。またプーチン政権に近い立場を取る

とされている思想家のアレクサンダー・ドウキン、歌手のユリア・チチェリーナやニコライ・ラス

トルゲフなど 31、政治・軍事部門にとどまらずに思想や文化などの分野からウクライナ侵攻に協力

したとされる人物へ個人制裁を課す点に、EUがこの戦争をハイブリット戦争的視点で捉えている

ことが見受けられる。なお個別制裁の対象者について、資産凍結の対象となり、EUの市民と企業

から彼らへの資金提供の禁止、EUへの旅行の禁止、EU域内への入国または通過の禁止の措置が

とられた 32。

制裁対象の7団体には 33、ロシア連邦の中央選挙管理委員会（占領地での選挙と住民投票の組織

化を担当）、Goznak（安全保障部門の製品の製造を行うロシアの国有企業）などの軍需企業が含

まれる 34。ここでは軍事部門のみならず、住民投票などに関連した団体が制裁対象に含まれること

が注目される。理事会はまた、EUの制裁の回避を手助けした者はウクライナの領土の一体性、主

権および独立を弱体化させる可能性が高いとみなし、制裁リストの基準を拡げる決定を下した 35。

Ⅲ　第9パッケージによるEUの対ロシア制裁

1　第 9 パッケージの背景と目的

EU理事会は、ロシアによるウクライナへの攻撃が市民や民間インフラを標的としてエスカレー

トしている状況を憂慮し、2022年12月16日、対ロシア制裁の第 9 パッケージを採択した 36。すで

に10月12日の国連総会において、ロシアによるウクライナの 4 地域の併合を違法なものとして非

難する決議が採択され、その併合を承認しないよう各国に求め、この違法な併合の試みを反転させ

るようロシアへ要求がなされた 37。さらに決議では、これらの4地域が侵攻の結果としてロシアに
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よって占領され、ウクライナの領土保全、主権、政治的独立が侵害されたことが指摘された 38。第 9

パッケージが国連総会決議を受ける形で採択されたことは、EUの制裁パッケージは単独制裁では

なく国連制裁であることを示している 39。

EUの立場は、ウクライナとその国民を断固として支持し、国際的に認められた国境においてそ

の独立、主権そして領土保全を支持することにある 40。ボレル上級代表は第 9 パッケージの目的

について次のように述べている。「プーチン大統領が食糧と飢餓をウクライナに対する兵器とした

後、冬を兵器とすることによって何百万人ものウクライナ人から意図的に水、電気、暖房を奪っ

ている。EUはこのエスカレーションと戦争犯罪に強力な制裁の第 9 パッケージで応じる。われ

われ（EU側）は引き続き（ロシアの）経済を標的として、この残忍な戦争に加担する人々を攻

撃する 41。」

2　第 9 パッケージにおける4項目

第 9 パッケージにおける制裁の主たる柱は輸出管理と制限であり、デュアルユースの製品と技

術、ロシアの軍産複合体に関連した団体へ制裁リストが拡大され、防衛部門の技術強化に役立つよ

うな製品と技術に新たな輸出管理と制限が課された。これによってロシアの兵器に用いられる可能

性のある、化学物質、神経剤、暗視機器、無線操縦機器、電子機器およびパーツ類をロシアが自由

に取引できなくなった 42。

このパッケージでは第 1 に、ロシアおよびロシアにドローンを供給し得る第三国へドローンの

エンジンを直接輸出することが禁止された 43。EUは以前のパッケージにおいて航空および宇宙産

業関連の製品や技術の対ロシア輸出を禁止し 44、今回その対象をさらにドローンのエンジンに拡大

した。

第 2 に、デュアルユースの製品と技術をロシアに輸出することが禁止された 45。こうした措置は

第 2 パッケージから着手され、第 7 パッケージでは先端技術と併せて輸出管理が強化された。近

年、軍事と民生の技術の境界線が曖昧になっており、民生の技術、製品、部品は兵器に転用され得

る。デュアルユースの製品と技術が輸出管理や制限の対象とされなければ制裁は実効性を伴わない

と考えられる。

第 3 に、ロシアの鉱業部門への新規投資が禁止された 46。エネルギー部門に関してはすでに第 2

パッケージから制裁が発動され、第9パッケージにおいてEUの禁止措置は拡大された。

第 4 に、ロシア地域開発銀行との取引が禁止された 47。第 3 パッケージにおいてEUとロシア中

央銀行との取引が禁止され、ロシアの銀行7行はSWIFTから排除された 48。第 6 パッケージでは

ロシアの銀行 3 行とベラルーシの銀行 1 行がSWIFTから排除されており 49、第 9 パッケージにお

いて、ロシアの銀行に関する資産凍結や取引停止といった過去の措置は拡大された。

第 5 に、EUの広告、市場調査と世論調査、製品テストと技術検査のロシアへの提供が禁止さ

れ 50、コンサルティング業の部門においても制裁が拡大された。この種の措置は過去の制裁パッ
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ケージにみられず、第9パッケージにおいて初めて試みられた。

3　第9パッケージにおける放送部門への制裁

EUは制裁の一環としてロシアの放送局のEU域内での放送ライセンスを一時停止した 51。ロシ

アの放送局に対しては、すでに第 3 および第 6 パッケージにおいて制裁が課された。EUによれ

ば、これらの放送局は、ロシア政府の恒久的、直接的または間接的管理下のいずれかにあり、ロシ

アの侵略を正当化し、ウクライナへの国際的支持を弱めるために継続的かつ連携してフェイク情報

やプロパガンダを発信したとされている 52。今回の措置はそれに対抗する目的がある。ただし基本

権憲章を考慮して、上記の報道機関とそのスタッフがEU域内で調査やインタビューといったよう

な放送以外の活動をおこなうことは妨げられない 53。

4　第9パッケージにおける個別制裁

EUは新たに141名の個人、49団体に制裁を課す決定を下した 54。この決定は本パッケージの不

可欠な要素とされ、ロシア連邦政府、議会、司法機関の指導者らが対象とされた。この制裁に関し

て、ボレル上級代表は「ウクライナの穀物の略奪の責任者、ウクライナ国民や子供たちの強制送還

の責任者、情報を体系的に操作して公共空間を汚染している組織が制裁を受けている」旨を表明し

ている 55。制裁リストに追加されたのは、ロシアの軍人、上下両院（ロシア議会の上院である連邦

評議会と下院である国家議会）の議員たち、閣僚や知事などである。またウクライナの民間人や重

要インフラに対するミサイル攻撃、ウクライナの子供たちの誘拐とその後の不法な養子縁組の責任

者、すでに制裁を受けている個人の家族、ウクライナに対するプロパガンダとフェイク情報の責任

者、ウクライナの農産物を略奪した責任者も対象に含まれた。なお制裁対象となる団体には、モス

クワ信用銀行、JSC Dalnevostochniy などの銀行、防衛産業、与党「統一ロシア」を始めとした

政党、クレムリンのプロパガンダの中核を成すとみなされているメディア、そして民兵組織が含ま

れた 56。

本パッケージの決定の時点では、累計して1386名の個人、171団体が制裁対象となっている。

制裁対象となった個人には、資産凍結の措置、彼らに対するEUの市民と企業からの資金提供の禁

止、EU域内への旅行禁止、EU域内への立ち入りまたは通過の禁止などの措置が課せられた 57。

本パッケージにおいてEU加盟国の市民には、ロシアの国営の法人や団体でいかなる役職に就く

ことも禁止された 58。この点には、EUがその市民をロシアから引き離そうとする姿勢が見られ

る。同時にEU市民がロシアの団体等において高い報酬などの好待遇を受けて取り込まれるのを防

ぐ狙いがある。個別制裁において、軍事的・経済的にロシアへ打撃を与え得るような部門のみなら

ず幅広い分野の個人が標的とされた。

Ⅳ　第 8 および第 9 パッケージに関する考察
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1　第 8 パッケージに関する考察

本章ではまず第 8 および第 9 パッケージそれぞれについて、さらに両者の共通点と相違点につ

いて考察する。第 1 に、第 8 パッケージでは第三国向けロシア石油の海上輸送に関連して価格の

上限が設定され、原油・石油製品の海上輸送に関して制限された。エネルギー部門への制裁は、す

でに第2、第4、第5、第 6 パッケージにおいて実施されてきた。第 2 パッケージでは特定の石油

精製製品および関連技術のロシアへの輸出等の禁止 59、第 4 パッケージでは、ロシアのエネルギー

部門への新規投資の禁止、エネルギー産業に関する包括的輸出制限が行われた 60。第 5 パッケージ

では、石炭などの輸入禁止措置が取られ 61、第 6 パッケージでは、ロシアからEUへの石油および

石油精製製品の購入、輸出または移転が禁じられた 62。第 8 パッケージには、こうした措置を海上

輸送という観点から強化する狙いがある。ここには石油というロシア経済の中核に打撃を与え、経

済力の観点からロシアの戦争遂行能力を弱体化させようとするEUの制裁目的が反映されている。

第 2 に、ロシアの軍事的および技術的強化に役立つ品目の制裁リストへの追加である。これに

関連して第 2 パッケージではすでにデュアルユースの製品と技術の対ロシア輸出が制限され、と

りわけロシアの安全保障部門の技術向上に役立つドローン、半導体、先端技術を用いた製品などの

輸出が制限された 63。第 7 パッケージではロシアの防衛部門の強化に役立つ品目の制限リストが拡

大され、デュアルユースおよび先端技術に対する輸出管理が強化された 64。第8パッケージはこう

した措置の拡大版であることがわかる。ウクライナの反撃において欧米から供与された高性能兵器

がロシアに大きな損害を与えており、先端技術の有無は戦局の行方を大きく左右しつつある。こう

した部門へのEUによる制裁はロシアに打撃となろう。ドローンに関してウクライナ侵攻では偵察

から攻撃に至るまでその役割が大きくなっており 65、EUの制裁はこの点で的を得たものといえ

る。ただし民生のドローンやパーツは、制裁に加わっていない国から調達することが容易であり、

その点は制裁の抜け道となり得る。

第3に、貿易の制限に関して、すでに第4パッケージで鉄鋼および貴金属等の高級品（ロシアへ

潤沢な収入をもたらすとされる）の輸出管理が行われた 66。第 5 パッケージでは木材、セメント、

シーフード、酒などのEUへの輸出が禁じられ、EUからロシアへのジェット燃料等の輸出が禁じ

られた 67。第 7 パッケージでは金・宝飾品の取引が禁じられ、前出のようにデュアルユースや先端

技術に関する輸出管理が強化された 68。第 8 パッケージでは、前出した第4、第 5 および第 7 パッ

ケージの措置が引き継がれ、木材、パルプ等、宝石や貴金属等の輸入制限が行われた。第 8 パッ

ケージではロシア原産またはロシアから輸出される鉄鋼製品の輸入禁止措置が延長され、第 4

パッケージによる輸出管理措置が拡大された。また航空部門で用いられる製品のロシアへの販売、

供給、譲渡、輸出等にも制限が課され、第 2 パッケージによる措置が引き継がれた。デュアル

ユースの技術および製品は軍事に転用可能であり、そこにはロシアによる軍事転用を完全に封じよ

うとするEUの方針がみられる。
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サービス部門に関しては過去の 7 パッケージすべてにおいて制限措置がとられており、第8パッ

ケージはその延長上に位置づけられる。第 8 パッケージでは、第 5 パッケージにおける暗号資産

ウォレットへの預金の禁止措置と連動してロシア人およびロシアに居住する者への暗号資産ウォ

レット、アカウントまたは保管サービスの提供が完全に禁止された 69。また第 8 パッケージでは第

6 パッケージにおける措置が引き継がれ 70、ロシアへの建築およびエンジニアリング、ITコンサル

ティング、法律顧問のサービス提供が禁止され、サービス部門における制裁が拡大された。

特定の個人と団体に関する制裁については、第 1 パッケージ以来 71、第 8 パッケージに至るまで

踏襲された。そこではウクライナの領土保全、主権、独立を弱体化または脅かす役割を果たしてい

る特定の個人が制裁の対象となっている。第 8 パッケージにおいて、ロシアによってウクライナ

の4地域で行われた住民投票がEUによって問題視され、この点への対応が本パッケージの特徴と

なる。すなわち当該住民投票の組織化や 4 地域の併合において重要な役割を果たしたとされる人

物が制裁対象となった。防衛部門に関する個人、そしてフェイク情報の発信や拡散および情報戦に

関わる個人も、第 5 パッケージを引き継ぎ制裁対象とされ 72、重点的な制裁対象となった。

以上の考察から第 8 パッケージはそれ以前の制裁を基盤として強化されたことがわかる。エネ

ルギー部門、安全保障部門にとりわけ重点が置かれ、ロシア政府の歳入に打撃を与え、かつロシア

の戦争遂行能力や軍事物資の調達という面にインパクトを与えようとするEUの意図を読み取るこ

とができる。こうした点からデュアルユースの製品と技術が制裁の対象部門として取り上げられる

のは当然といえよう。

2　第 9 パッケージに関する考察

第 9 パッケージの制裁内容に関して、第 1 に、ドローンに関するEUの制裁措置が強化され、ロ

シアおよびロシアにドローンを供給し得る第三国へドローンのエンジンを直接輸入することが禁止

された 73。ドローン自体は第 2 パッケージですでに輸出禁止の措置が取られ、ロシアがEUからド

ローン及び関連パーツを入手することはきわめて困難となった 74。ウクライナの戦局におけるド

ローンの役割を考慮すると、こうした措置がロシアに軍事的に大きな影響を及ぼし得ることが考え

られる。

第 2 にデュアルユースの製品と技術の対ロシア輸出が禁止された 75。この措置はすでに第2、第

7 パッケージにおいて着手され 76、第 9 パッケージにおいて補強された。ただし民生品としてロシ

アに輸出された後、特定の部品を取り外して兵器などに組み込むことが想定され、デュアルユース

の製品と技術に関する輸出管理の困難さが示されている。

第 3 に鉱業部門およびエネルギー部門への投資が禁止された 77。エネルギー部門はロシアにとって

主な国家収入源であり、第2パッケージにおいて石油精製製品等の対ロシア輸出管理が行われた 78。

第 4 パッケージではエネルギー部門への新規投資が禁止され、同部門に関する輸出制限措置がと

られた 79。しかしエネルギー資源に関しては、グローバルサウスの国々などロシアが新たなカスタ
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マーを見出すことは困難ではなく、エネルギー部門に関する制裁の限界が現れている。

第 4 にロシア地域開発銀行との取引が禁止された 80。金融部門については第 3 パッケージにおい

てロシア中央銀行との取引が禁止され、第 9 パッケージではこの措置が補強された。第 3 パッ

ケージにおいてロシアの銀行7行 81、第 6 パッケージにおいてロシアの銀行 3 行、ベラルーシの銀

行1行がSWIFTから排除され 82、EUがロシアの金融部門に広範にわたり制裁をかけている。欧州

諸国などからの海外投資を必要とするロシアの経済および企業にとって、上記の制裁は手痛い打撃

となり得る。

第5にEUは広告、市場調査そして公的世論調査業務をロシアへ提供することを禁じた 83。この

分野への制裁実施は初となる。こうした措置はEUによる対ロ制裁が軍事部門などから広範な部門

に拡大されたことを示すが、他方EUによる制裁可能な部門が減りつつあることを示している。

以上の考察から第 9 パッケージでは広告業への制裁など全く新規の部門への措置もみられる

が、過去の制裁内容が踏襲され、補強されたことが明らかにされた。従ってEUによって、9 つの

パッケージの総体としてロシアに対する制裁が試みられていることが指摘できる。

3　第 8 および第 9 パッケージの共通点と相違点に関する考察

第 8 および第 9 パッケージの共通点として、両者とも制裁内容が経済制裁と個別制裁によって

構成されている点が挙げられる。経済制裁に関しては、全面禁輸ではなく特定の部門に的を絞った

措置が取られることに共通点がある。個別制裁に関しては、制裁対象が特定の関係者や団体に厳密

に絞り込まれたことに共通点がある。

相違点は、具体的にどの部門に制裁の重点を置くかにある。第8パッケージにおいて海上輸送の

制限、軍事に直接役立つ品目の輸出制限などの措置が採用され、第9パッケージにおいてドローン

のエンジンやデュアルユースの製品と技術に関する輸出禁止などに重点が置かれた。また第 6

パッケージを受ける形で第 9 パッケージにおいてコンサルタント業が制裁対象となって、サービ

ス部門への制裁が強化された点は、第 8 パッケージとの違いである。個別制裁に関して、第 8

パッケージにおいてウクライナの 4 地域における住民投票に関与した個人や団体が制裁対象とさ

れ、他方で第 9 パッケージにおいて民間人や民間インフラに対するミサイル攻撃、ウクライナの

子供たちの連れ去り、プロパガンダとフェイク情報、ウクライナの農産物の略奪など、制裁対象と

なる事例に違いがみられる。

Ⅴ　おわりに

第 8 および第 9 パッケージはそれ以前のEUによる制裁パッケージや対ウクライナ支援全体から

俯瞰してどのように位置づけられるだろうか。制裁という観点からは、第 9 パッケージにおける

ドローンのエンジン輸出禁止などの項目を除き、おおむね過去のパッケージを引き継いだ制裁項目
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となっている。EUによる制裁にはロシアに対する懲罰的性格がみられる一方、それ以上にロシア

の戦争遂行能力に打撃を与えることによって、間接的ながらウクライナを支援する意図を読み取る

ことができる。このことから第 8 および第 9 パッケージが過去のパッケージの拡大強化版であ

り、EUの対ロシア制裁の方針に変更はみられない。他方でEUが新たな制裁部門を見つけるのは

困難になりつつあることを指摘しておく。

今後の研究上の課題として、まず制裁パッケージに関する政策決定過程の解明が挙げられる。現

時点ではこの過程に関する一次資料が十分に入手できる状況にはなく、今後の研究課題となる。ま

た経済制裁に関して必ず問題となるのが効果判定である。第 8 および第 9 パッケージがロシアに

どのような打撃を与え、その行動変容にどのような影響を及ぼしたのか、ウクライナの戦況にどの

ように影響を及ぼしたのか明らかにされる必要がある 84。ただし制裁の効果が相手の行動変容を強

制することだけではない点は先行研究の示す通りである 85。

経済制裁についての一般的教訓として、第一に制裁は即効性に欠けるが時間の経過と共に影響が

増し、第二に制裁の標的国が報復として行う対抗措置は制裁を実施する側に大きなコストを強い、

第三に標的国に対する首尾一貫して調整された制裁を続けることが制裁を発動する側の政策有効性

と持続性にとって重要であることが指摘される 86。こうした点を踏まえた論考がEUの制裁パッ

ケージに関する分析の今後の課題となる。またEUの制裁パッケージが、ウクライナに対する軍事

的・財政的・人道支援的・政治的支援の中でどのような役割を果たしているか考察することによっ

て、ウクライナ戦争における当該パッケージの役割と意義が明らかにされる必要がある。さらに

EUによって実施される第 9 パッケージ以降の制裁に関して解明される必要がある。これらが今後

の研究課題となる。
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